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令和７年度１２月補正予算の概要 

 

 

一 総  括 

 

（一般会計補正予算（第 7 号））                   （単位：千円、％） 

 

区 分 

 

既 定 予 算 額 

12 月補正 

予算額 

(第 7 号) 

12 月現計 

予算額 

（A） 

令和 6 年度 

12 月現計予算額 

（B） 

 

(A)/(B) 

 

総 額 

 

 

541,662,697 

 

3,723,287 

 

 

545,385,984 

 

545,234,744 

 

100.0 

 

 

 

 

二 主要事業 

 

○ 富士五湖自然首都圏フォーラム 

   富士グリーン水素コミュニティコンソーシアム推進事業費    21,746千円  

クリーンエネルギーの普及による富士五湖地域の高付加価値化を図るための取り組み

を行う。 

   事 業 内 容  ○新国際水素サミット開催に伴うミナスジェライス州等の高官招へい 

          ○新訪問団の視察受入等 

   既定予算額  17,418 

   補 正 額  21,746 

     計    39,164  

 

○ ○新公共交通網再編に向けた基本方針策定支援事業費        38,423千円  

高齢者等の移動手段を確保し、交通空白解消を図るため、次世代モビリティ等を活用

した県内全域を円滑につなぐ二次交通網構築に向けた基本方針の策定を支援する。 

   実 施 主 体  地域公共交通協議会 

   事 業 内 容  次世代モビリティ導入に係る技術的課題の整理 

          二次交通網における交通手段の比較検討等 

 

○ ○新指定管理施設管理委託事業費                 97,664千円  

県内の賃金動向等を踏まえ、指定管理委託料を増額する。 

 

○ ○新アドバンスト・エッセンシャルワーカー育成検討事業費     7,553千円  

医療及び介護人材の確保・定着を図るため、デジタル技術を活用し、業務効率化を推

進する人材の育成に向けた取り組みを行う。 

（財源：地域医療介護総合確保基金繰入金） 

   事 業 内 容  検討会の開催 アドバイザーの派遣 
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○ ○新新たな地域医療構想策定事業費                45,320千円  

新たな地域医療構想の策定に向け、地域医療の課題把握や医療提供体制の方向性を検

討する。 

（財源：地域医療介護総合確保基金繰入金） 

   事 業 内 容  医療データ等による需給分析 検討会の開催等 

 

○ ○新キャリアアップ・ユニバーシティ 

            人材育成・就労支援モデル事業費      20,215千円  

非正規雇用労働者の正規雇用化等を促進するため、キャリアアップ・ユニバーシティ

の講座の充実や対象者の拡大に向けた取り組みを行う。 

   事 業 内 容  社会人に必須の基礎力養成のためのオンライン講座、講座修了者への

就労支援の実施 

 

○ ○新信玄公祭りブラッシュアップ事業費              14,832千円  

信玄公祭りの魅力向上を図るため、来場者の新たな交流を創出するとともに、出陣式

等の演出強化に向けた取り組みを行う。 

    1 来場者交流創出事業費                   14,082     

     事業内容  県内各エリアのＰＲブース設置 体験型イベントの開催等 

    2 出陣式等魅力向上事業費補助金                 750     

     補 助 先  公益社団法人やまなし観光推進機構 

     事業内容  シナリオや演出の改訂 

     補 助 率  1/2 

 

○ ○新「桃ソムリエ」認定・活用推進事業費             5,046千円  

本県の主要農産物である桃の増産により生産者の所得向上を図るため、品種ごとの特

徴等に関する専門的知識を有する者を認定し、桃の魅力を高める取り組みを行う。 

   事 業 内 容  認定制度等をＰＲする名誉桃ソムリエの委嘱 認定試験の実施 

          認定者による情報発信等 

 

○ ○新水田再生活用促進事業費                   4,860千円  

米の需要に対応した生産量確保に向け、水稲の作付けを通じた未利用水田の再生を行

う。 

   委 託 先  県農業振興公社 

   計 画 面 積  1.5ha 
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○ 職員給与改定                       3,090,650千円  

人事委員会勧告等に鑑み、職員の給与改定を行う。 

 改 定 率  3.3% 

 期末・勤勉手当  4.65月(改定前 4.60月) 

 実 施 時 期  7. 4. 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 会計年度任用職員給与改定                  206,779千円  

 実 施 時 期  7. 4. 1 

 

 

区         分 既定予算額 補 正 額 計 

知 事 部 局 等 職 員 26,233,718 1,197,667 27,431,385 

教 育 委 員 会 職 員 69,478,296 1,290,106 70,768,402 

警 察 本 部 職 員 17,980,901 602,877 18,583,778 

計 113,692,915 3,090,650 116,783,565 


